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令和２年１１月定例会
県土整備委員会（事前）

その２
（県土整備部）

県土整備部住宅課指定管理候補者の選定結果について

１ 申請団体名及び選定結果

住宅地区改良法の規定に基づく県営住宅

申 請 団 体 名 選定結果

徳島県住宅供給公社 指定管理候補者

（選定理由）

候補者は、これまで長年にわたって県営住宅や公社賃貸住宅などの管理運営に関する業績を有し、

また、対象施設の現状や入居者の状況、運営上の課題を的確に把握していることから、適切かつ安定し

た管理運営が期待できるとともに、公営住宅法に基づく管理代行者として、候補者が管理する他の県営

住宅との一体的な管理により、スケ－ルメリットによるコスト削減を図るなど、効率的な管理運営が期

待できる。

また、住宅地区改良法の規定に基づく県営住宅の設置目的を踏まえ、入居者と接するあらゆる機会を

捉えた入居者ニーズの把握やコミニュケーションの充実、住宅の修繕に対する迅速な対応を行うことと

しており、入居者へのサービス向上が期待できる。

さらに、徳島県住宅供給公社個人情報保護要綱に基づき、個人情報の管理を徹底するとともに、感染

症拡大防止対策、災害・緊急時における連絡体制や職員配備体制などを構築しており、安全管理の上で

も適切な対策・体制が講じられている。

以上のことから、選定基準に基づき総合的に評価した結果、指定管理候補者として適格な団体である

と認められる。

２ 県土整備部指定管理候補者選定委員会委員名簿

役 職 氏 名

徳島大学教授 長尾 文明

徳島県経営者協会会員 井上佐知子

（公社）徳島県労働者福祉協議会常務理事 兼松 文子

税理士 大石 真紀

徳島県県土整備部副部長 谷本 悦久

３ 選定の経緯

令和 ２年 ７月１６日 第１回選定委員会（募集要項の承認、審査基準等の決定）

７月２２日 募集開始（募集要項の公表）

８月２４日 現地説明会

９月 １日 募集要項配布終了

９月 ８日～２３日 申請書類受付

１０月 １日～ ７日 各選定委員が申請書類を事前分析

１０月 ８日 第２回選定委員会

（書類審査、面接審査、指定管理候補者の選定）
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４ 選定委員会における選定結果

施 設 名 申 請 団 体 名 総合得点

新浜町団地県営住宅 適
徳島県住宅供給公社

及び大麻団地県営住宅 （総合評価）

５ 指定管理候補者の主な提案内容

区 分 徳島県住宅供給公社の主な提案内容

県民の平等な利用の ①豊富なノウハウを活用し、管理代行住宅との募集窓口の一本化、

確保と施設の効用の 住宅の速やかな修繕などによるサ－ビス向上、スケ－ルメリット

最大限の発揮 の発揮、競争入札などによるコスト削減を実現する。

②法令点検は最優先で実施し、異常がある場合は直ちに是正する。

③計画修繕は、中長期的な計画の策定、指名競争入札の導入を行い、

速やかな修繕のため事前に修繕業者を選定しておく。

④苦情、要望は常時受付し、利用者ニーズに迅速に対応する。

⑤把握したニ－ズは、募集住宅の選定や高齢者等の優先入居枠の選

定に活かすなど、ニ－ズに応じたサ－ビス向上を行う。

効率的な管理運営 ①各業務を管理代行と併せて実施しスケ－ルメリットの発現を図る。

（経済性の追求） 固定費は、業務改善による超過勤務の削減、維持管理費は実勢価

格の把握、指名競争入札によりサービス向上とコスト削減を図る。

②指定管理料は、５年間で 81,654千円（税込み）。

（単位：千円）

年 度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

指定管理料 21,303 22,098 14,030 16,453 7,770

安定した管理のため ①総務、管理、施設の３担当で業務を推進し、保健福祉部局や修繕

の人的・物的経営基 業者等と連携する。

盤の状況 ②職員ヒアリングを実施し、業務の平準化や配置転換により、良好

な就業環境を確保する。

地域との連携や地域 ①自治会とのコミュニケ－ションを図り、丁寧な対応と適切な指導

貢献度など を行う。

②修繕等は地元業者への発注を原則とする。

③迷惑行為への指導や美観の確保など、近隣へ配慮した管理を心が

ける。


